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平成２８年１０月２５日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官  

平成２７年（ワ）第３１７０５号 不当利得返還等請求事件 

口頭弁論終結日 平成２８年９月１５日 

判 決 

 

原 告    一般財団法人知と文明のフォーラム 

 

同 訴 訟 代 理 人 弁 護 士    庭  山  正 一 郎 

同      藤 原 道 子 

同      関  根  こ す も 

 

被 告    Ａ  

同 訴 訟 代 理 人 弁 護 士    冨 田  烈 

同      河 野 佑 果 

主 文 

原告の請求をいずれも棄却する。 

訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

 １ 被告は，原告に対し，３０００万円及びこれに対する平成２７年１２月５日

から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 ２ 原告が，別紙著作物目録記載の著作物（以下「本件各著作物」と総称する。）

について，著作権を有することを確認する。 

第２ 事案の概要 

本件は，原告が，本件各著作物の著作権を含むＢ（以下「亡Ｂ」という。）

の財産につき，これを法定相続により取得したとする被告（亡Ｂの夫）に対し，
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主位的に自筆証書（後述の本件文書）による遺言に基づいて遺贈を受けたこと，

予備的に死因贈与を受けたことを主張して，不当利得（主位的）又は死因贈与

契約（予備的）に基づく３０００万円（内金請求）及びこれに対する訴状送達

の日の翌日である平成２７年１２月５日から支払済みまで民法所定の年５分の

割合による遅延損害金の支払と，本件各著作物に係る著作権を有することの確

認を求める事案である。 

 １ 前提事実（当事者間に争いのない事実並びに後掲の証拠及び弁論の全趣旨に

より容易に認められる事実） 

  (1) 当事者等 

   ア 原告は，平成１８年１月頃に発足した「知と文明のフォーラム」と称す

る団体（以下「フォーラム」という。）を母体として平成２３年８月２日

に設立された一般財団法人である。 

   イ 被告は，亡Ｂの夫であってその唯一の法定相続人である。被告は，フォ

ーラムの発足時からその中心メンバーの１人であり，原告の設立後はその

代表理事となったが，平成２７年５月２４日付けでこれを退任した旨の登

記がされた。（乙２） 

   ウ 亡Ｂは，「Ｂ´」の筆名で活動していた評論家であり，本件各著作物の

著作権者であった。 

  (2) 本件文書 

亡Ｂは，平成１８年１月２０日付けの文書（以下「本件文書」という。）

を自書して作成した。その体裁及び内容は別紙「本件文書」のとおりであり，

被告の英字のネーム入りの原稿用紙３枚に黒インクのペン及び鉛筆を用い

て書かれているが，３枚目の裏面には別の文書が印刷されている。本件文書

に表題はなく，その本文には，「この遺言書をしたためます。」，「遺産の

対象は、必要な諸経費を除き、原則として私名義の財産のすべてとし、それ

らを「知と文明のフォーラム」に寄付する。」などの記載があり，末尾には
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「二〇〇六年一月二十日」及び「ＢことＢ´」と記載され，「Ｃ」の押印が

ある。また，本件文書には，ペン又は鉛筆による複数の加除訂正等の変更箇

所がある。（甲６，２８，乙６の１及び２） 

  (3) 亡Ｂの死亡 

亡Ｂは，平成２１年１１月２５日に死亡した。被告は，亡Ｂが所有してい

た不動産や預貯金等の財産を相続したとして，相続を原因とする持分移転登

記を経た上で不動産を売却する，預貯金を払い戻すなどした。（甲８の１～

６） 

  (4) 確認の利益 

被告は本件各著作物の著作権が原告に帰属することを争っている。 

 ２ 争点及び争点に関する当事者の主張 

  (1) 本件文書が自筆証書である遺言書に当たるか 

（原告の主張） 

ア 本件文書は，亡Ｂの全財産をフォーラムに遺贈する旨を内容としている

ものであるところ，その全文，日付及び氏名が遺言者である亡Ｂの自書に

よるものであり，押印もされているから，遺言書である。 

イ 被告は，本件文書の記載内容，記載方法等，作成後の事情からすれば，

本件文書は単なる下書きであって，遺言書ではないと主張する。 

  しかしながら，本件文書の内容を合理的に解釈すれば，その記載内容は

明確である。また，亡Ｂが第三者に見せる文書に加除訂正部分を残したま

まにしておくこともあったから，必ず清書していたということはない。な

お，本件文書にはペンで書かれた部分と，鉛筆で書かれた部分があるが，

これは，亡Ｂがペンを用いて遺言書として完成させた後に，将来の遺言書

の修正のための準備行為として鉛筆を使用したものであるから，鉛筆によ

る変更が方式違反で効力を生じないとしても，ペンによる記載部分まで無

効になるものではない。さらに，遺言書は何度でも書き換えることが可能
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であるから，本件文書を遺言書として完成させた後に次の遺言書の作成を

検討し，弁護士に相談して助言を求めていたとしても，本件文書が有効な

遺言書であることと矛盾しない。 

   （被告の主張） 

本件文書は，その記載内容や記載方法等，作成後の事情からすると，単な

る下書き，草案程度のものであって，遺言書ではない。 

   ア 本件文書の記載内容 

本件文書には，「必要な諸経費を除き、原則として私名義の財産のすべ

て」を遺贈する旨の記載があるが，「必要な諸経費」が何を指すのか不明

であって遺贈の対象が特定されていない。また，亡Ｂの著作集につき「そ

の刊行費用を遺産から支出する。刊行事務や編集作業は、Ａと＜フォーラ

ム＞委員中の有志、および今後私が指名した方に、有償でお願いしたい。」

との記載があるが，「刊行費用」，「今後私が指名した方」，「有償」な

どが不明確である。 

   イ 本件文書の記載方法等 

本件文書には被告の英字のネーム入りの原稿用紙が用いられており，そ

の３枚目は被告作成の文書が印刷された用紙の裏面である。また，本件文

書の本文中には吹き出しによる加筆や二重線による削除など数多くの加

除訂正があり，文書の作成途上であったことがうかがわれる。しかも，本

件文書の末尾の「Ｃ」という押印は実印でなく，三文判によるものである

上，本件文書は，封筒にすら入っておらず，他の書類に雑然と紛れている

状態にあった。これらのことからすれば，亡Ｂが本件文書を遺言書として

作成したとは考え難い。 

   ウ 本件文書の作成後の事情 

亡Ｂは本件文書を作成した後に２名の弁護士に対して遺言書の内容を相

談しており，各弁護士は亡Ｂが遺言書を作成していないことを前提とする
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助言を行っていた。このことからすれば，本件文書が遺言書を作成する準

備段階の下書き等であることは明らかである。 

  (2) 亡Ｂとフォーラムの間で死因贈与契約が締結されたか 

（原告の主張） 

フォーラムは亡Ｂ及び被告の遺産の受け皿にするために設立されたもの

であり，亡Ｂは，平成１８年１月頃のフォーラム発足当初から，自身の遺産

をフォーラムに譲り渡す旨何度も発言していて，フォーラムの構成員もその

ことを承知していた。本件文書は，フォーラムの了解の下に作成された死因

贈与契約を証する書面である。また，亡Ｂの死後，原告が亡Ｂの遺産を基に

して設立され，亡Ｂの著作集について亡Ｂの遺産で出版することが話し合わ

れていたことからしても，死因贈与契約が締結されたことは明らかである。 

（被告の主張） 

本件文書の作成後に１０回以上開催されたフォーラムの連絡会に亡Ｂは

出席していたが，各連絡会の議事録に亡Ｂがフォーラムに自身の遺産を贈与

する旨の発言をしたとの記載は一切なく，亡Ｂがフォーラムに対して全財産

を死因贈与する旨の意思表示をしたということはできない。また，フォーラ

ムの中心人物であった被告及び他の構成員が死因贈与を受諾する旨の意思

表示をしたこともない。 

  (3) 原告がフォーラムの権利義務を承継したか 

（原告の主張） 

フォーラムは原告の前身となる設立中の財団法人であり，一般財団法人と

して法人格を取得したことによって原告はフォーラムの権利義務を承継し

た。 

（被告の主張） 

 亡Ｂと被告は，フォーラムのＮＰＯ法人化を目指していたのであり，一般

財団法人の設立を目指していたわけではなかったから，フォーラムと原告の
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連続性はなく，原告がフォーラムの権利義務を承継することはない。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 争点(1)（本件文書が自筆証書である遺言書に当たるか）について 

(1) 前記前提事実に加えて，後掲の証拠及び弁論の全趣旨によれば，次の事実

が認められる。 

 ア 本件文書の本文は黒インクのペンと鉛筆によって書かれており，次のと

おり複数の加除訂正等の変更箇所があるが，これらの箇所に亡Ｂの署名押

印はない（別紙「本件文書」参照）。なお，本件文書の記載については一

部常用漢字に改めた。 

(ア) １枚目３行目（空白行を除く。）の「生前の志の延長として」の記

載が鉛筆による二重線で消されている。 

(イ) １枚目最終行の「両親から」と「遺贈され」の間にペンで吹き出し

を用いて「それぞれ」との文字が挿入されている。 

(ウ) ２枚目４行目の「なりの」と「老後の」との間にペンで吹き出しを

用いて「不動産や」との文字が用紙の上部に挿入されている。 

(エ) ２枚目１３行目「ただし，」の次に「Ａと」，「不動産のうち、」

の次に「住居として使用している物件については、」の各文字がペンで

吹き出しを用いて挿入され，１４行目に記載されている。これに伴い，

同１３行目末尾の「死亡した」に続く「場合」の記載場所が１４行目の

上記「・・・については，」の吹き出しの下方になっている。 

(オ) ２枚目１５行目の「の所有」の記載が鉛筆による二重線で消され，

「にその居住権があること」に修正されている。 

(カ) ２枚目最終行から３枚目２行目にかけて，ペンで「私より先にＡが

死亡した場合、私は住居としている不動産以外の彼の財産の相続を放棄

して＜フォーラム＞への遺贈を認めます。」と記載された部分が，鉛筆

により，「Ａが死亡し」の次に「、その時点でＡの母Ｄが健在の場合は」
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の文字が挿入され，「死亡した場合、」の次に「Ａが毎月仕送りしてい

た月五万円を、代って私が支払い続ける。その代りに母に、」との文字

が挿入されるなどした後，挿入部分を含めて全て鉛筆による単線又は二

重線で抹消されている。 

(キ) ３枚目３～６行目の「ただし（中略）必要がある。」との記載に鉛

筆でバツ印が付けられている。 

(ク) ３枚目１１行目の「父方」の後に「・Ｃ家の墓」，１３行目の「母」

の後に「の墓」の各文字がペンで吹き出しを用いて挿入されている。 

(ケ) ３枚目最終行にペンで「ＢことＢ´」と記載された部分に，鉛筆に

より「Ｂこと」と「Ｂ´」の各文字を入れ替える校正記号が記載されて

いる。 

（甲２８，乙６の１・２） 

イ 亡Ｂは，少なくとも平成１８年１月３０日～４月５日の間，本件文書に

遺言執行人として記載されたＥ弁護士に遺言書の作成について相談をし，

遺言の対象となる不動産の正確な特定のために登記簿を取得すべきこと，

亡Ｂが被告より先に死亡した場合に被告の母の遺留分の問題が生じ得る

ことなどについて助言を受けた。また，同年７月にはＥ弁護士とは別の弁

護士に対して遺言書作成に当たっての助言を求めた。（乙９～１４） 

ウ 本件文書は，平成２４年８月頃，亡Ｂと被告の旧自宅内の亡Ｂの書斎に

おいて，亡Ｂの著作物を整理していたフォーラムの関係者により，他の書

類に雑然と紛れ，封筒に入っていない状態で発見された。（甲３１，３６

の１） 

  (2) 本件文書につき，原告は，亡Ｂが本文及び日付を自書して署名押印したも

のであるから遺言書に当たる旨主張するのに対し，被告は，遺言書の下書き

であるにとどまり，自筆証書遺言として効力を有しない旨主張する。 

そこで判断するに，前記前提事実(2)及び上記認定事実によれば，本件文
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書には裏面に別の文書が印刷されたものを含む被告の原稿用紙が用いられ，

多数の加除訂正等が，ペン又は鉛筆により，遺言書に求められる方式（民法

９６８条２項）によることなく，施されている。このうちペンを用いて記載

された部分をみても，亡Ｂは変更を加えながら文章を作成していると認めら

れ（前記(1)ア(エ)の１４行目に関する記載参照），作成の時点で記載内容

が確定していなかったとみられる。これに加え，鉛筆によって数行にわたり

抹消された部分もあることからすると，本件文書に亡Ｂの確定的な意思が表

示されていると解することは困難である。また，本件文書は亡Ｂの書斎に置

いてあった書類に紛れた状態にあったというのであるが，これは遺言書とい

う重要な書類の保管方法としては不自然なものというほかない。このような

本件文書の体裁ないし記載方法，保管状況からすると，本件文書は遺言書と

して完成されたものでなく，その後の内容の検討や清書が予定された作成途

上のものであったとみるべきである。さらに，亡Ｂは，本件文書の作成直後

から複数の弁護士に相談をして遺言書の作成について助言を受けており，こ

のような本件文書作成後の事情もこれが遺言書の下書きないし草案である

ことを裏付けているとみることができる。そうすると，本件文書は遺言書と

して完成したものあるとは認められないから，自筆証書遺言としての効力を

有しないと判断するのが相当である。 

  (3) これに対し，原告は，前記第２の２(1)（原告の主張）のとおり，亡Ｂは

ペンを用いて遺言書として完成させた後に，将来の遺言書の修正のための準

備行為として鉛筆を使用したものであって，ペンによる記載部分の範囲で有

効な遺言書として成立するなどと主張するが，前記認定の本件文書の体裁，

ペン及び鉛筆による加除訂正の状況等からすると，亡Ｂは遺言内容について

検討を重ねている段階にあって，ペンを用いて本文を記載した後に鉛筆を用

いてその内容の修正を試みていたと解されるから，これら記載部分を一体と

してみれば本件文書は作成途中の完成前のものであったというべきである。
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したがって，原告の主張を採用することはできない。 

 ２ 争点(2)（亡Ｂとフォーラムの間で死因贈与契約が締結されたか）について 

  (1) 後掲の証拠及び弁論の全趣旨によれば，次の事実が認められる。 

ア 被告及び亡Ｂは，平成１７年秋頃，人類の知の王道を継承し，それを２

１世紀の新しい現実に対応する脱近代の知へと深めていくための活動を

目的としたＮＰＯ法人「知と文明のフォーラム」を設立すること，将来的

に亡Ｂらの遺産を同法人へ寄贈することを検討しており，平成１８年１月

頃にフォーラムを発足させた。同年３月には十数名が参加してフォーラム

の第１回連絡会が開かれ，この場において被告及び亡Ｂは新しく設立され

るＮＰＯ法人に遺産を寄贈したい旨述べた。（甲３，１６～１８） 

イ フォーラムは，被告及び亡Ｂを中心的なメンバーとし，年に数回連絡会

を開く，ブログを開設する，セミナーを開催するなどの活動を行った。今

後の方向性としてＮＰＯ法人化することが懸案事項とされていたが，亡Ｂ

の生前に法人の設立が具体化することはなかった。（甲３，３２の１～１

６） 

ウ 亡Ｂは，平成２１年１１月２５日に死亡した。亡Ｂの死亡後もフォーラ

ムの連絡会は年に数回開催され，平成２２年２月頃には，まず一般財団法

人を設立し，公益財団法人化を目指すこととなった。そして，平成２３年

８月２日，設立者である被告が現金２０００万円を拠出して，原告が一般

財団法人として設立された。原告の設立記念会は同年１０月に開催され，

その際配布された設立趣意書には，原告が亡Ｂの遺産に基づき設立された

旨が記されていた。（甲２５，３２の１７～２４，乙１，２） 

(2) 原告は，亡Ｂがフォーラム発足当初から遺産をフォーラムに譲り渡す旨何

度も発言し，フォーラムの構成員もそのことを承知しており，また，本件文

書はフォーラムの了解の下に作成された死因贈与契約を証する書面であるか

ら，亡Ｂとフォーラムとの間で死因贈与契約が締結されたことは明らかであ
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ると主張する。 

そこで判断するに，まず，前記１で説示したとおり，本件文書は遺言書の

下書きにとどまるものであるから，これにより亡Ｂが死因贈与の意思を有し

ていたと認めることはできない。また，亡Ｂが，ＮＰＯ法人を設立して同法

人へ遺産を贈与することについて検討し，フォーラムの会合において同趣旨

の発言をしたことは認められるが（前記(1)ア），亡Ｂは自己の財産の処分

について検討中の段階にあったこと（前記１(3)），亡Ｂの存命中は法人の

設立が具体化していなかったこと（前記(1)イ）を考慮すれば，将来的に遺

産を贈与したいという意向を有していたといい得るとしても，フォーラムに

死因贈与する旨の確定的な意思表示があったとは認められない。さらに，原

告が一般財団法人として設立された際に拠出された２０００万円が「亡Ｂの

遺産」であるとされていたこと（前記(1)ウ）は，被告が法定相続した亡Ｂ

の財産の一部を拠出財産としたことをもって「亡Ｂの遺産」と説明したとみ

ることが可能である。むしろ，原告が主張するように，亡Ｂが多額の金融資

産（甲１２参照）と不動産及び本件各著作物の著作権を有しており，原告が

その全てを死因贈与により取得したというのであれば，原告は設立後速やか

に上記２０００万円を超える部分の交付など贈与の履行を求めるものと解

されるが，本件の証拠上そのような事情はうかがわれない。以上を総合する

と，亡Ｂとフォーラムの間に死因贈与契約が締結されたとは認められないと

解するのが相当である。 

３ 結論 

以上によれば，原告の請求はその余の点について判断するまでもなくいずれ

も理由がないから，これらを棄却することとして，主文のとおり判決する。 

東京地方裁判所民事第４６部 
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裁判長裁判官    長 谷 川  浩  二 

            

 

 

裁判官    林  雅 子 

 

 

 

裁判官    中 嶋 邦 人 

（別紙省略） 


